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  第７章                 用語の意義                         

 

この計画における主な用語の意義及び用法は、次のとおりとする。 

 

用   語 意 義 及 び 用 法 

国民保護法 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

（平成16年法律第112号）を指す。なお、図表等で、単に「法」

と表記している場合もこの法律を指す。 

町 町を指し、特に区別して記載していない場合は、町長及びその

他の執行機関を含む。 

町長等 町長及び市町村の他の執行機関の長を指す。 

町国民保護計画 能勢町の国民保護計画をいう。なお、混同するおそれのない箇

所では文脈に合わせて単に「計画」又は「本計画」との表記も

用いている。 

府 大阪府を指し、特に区別して記載していない場合は、知事及び

その他の執行機関を含む。 

知事 大阪府知事を指す。 

知事等 大阪府知事及び府の他の執行機関の長を指す。 

府国民保護計画 大阪府の国民保護計画をいう。なお、文脈に合わせて「府計画」

との表記も用いる。 

武力攻撃 我が国に対する外部からの武力攻撃をいう。 

武力攻撃事態 武力攻撃が発生した事態または武力攻撃が発生する明白な危険

が切迫していると認められるに至った事態をいう。 

武力攻撃事態等 武力攻撃事態及び武力攻撃予測事態（武力攻撃事態には至って

いないが、事態が緊迫し、武力攻撃が予測されるに至った事態）

をいう。 

緊急対処事態 武力攻撃の手段に準じる手段を用いて多数の人を殺傷する行為

が発生した事態または当該行為が発生する明白な危険が切迫し

ていると認められるに至った事態で、国家として緊急に対処す

ることが必要な事態をいう。 
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武力攻撃災害 武力攻撃により直接または間接に生じる人の死亡または負傷、

火事、爆発、放射性物質の放出その他の人的または物的災害を

いう。 

対策本部（長） 国では武力攻撃事態等対策本部（長）又は緊急対処事態対策本

部（長）、府又は市町村では国民保護対策本部（長）又は緊急対

処事態対策本部（長）をいう。それぞれを区別する必要のある

ときは、「国対策本部（長）」「府対策本部（長）」、「市町村対策

本部（長）」と表記している。 

国民保護措置 対処基本方針が定められてから廃止されるまでの間に、指定（地

方）行政機関、地方公共団体、指定（地方）公共機関が法の規

定に基づいて実施する事態対処法第22条第１号に掲げる国民の

保護に関する措置（武力攻撃から国民の生命、身体及び財産を

保護するため、又は武力攻撃が国民生活及び国民経済に影響を

及ぼす場合において当該影響が最小となるようにするための措

置。ただし同号へに掲げる措置については、対処基本方針が廃

止された後のものを含む。）をいう。 

「国民保護措置等」とは、国民保護措置及び緊急対処保護措

置のことをいう。 

指定行政機関 省庁など、国の行政機関で、武力攻撃事態対処法施行令で定め

るものをいう。 

指定地方行政機関 国の地方行政機関で、武力攻撃事態対処法施行令で定めるもの

をいう。 

指定（地方）行政機関 指定行政機関及び指定地方行政機関をいう。両者に共通する事

項について記述する場合は、この表記を用いている。 

指定公共機関 独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会その他

の公共的機関及び電気、ガス、輸送、通信その他の公益的事業

を営む法人で、武力攻撃事態対処法施行令で定めるものをいう。

指定地方公共機関 大阪府の区域において、電気、ガス、輸送、通信、医療その他

の公益的事業を営む法人、地方道路公社その他の公共的施設を

管理する法人および地方独立行政法人で、知事が指定するもの
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をいう。 

指定（地方）公共機関 指定公共機関及び指定地方公共機関をいう。両者に共通する事

項について記述する場合は、この表記を用いている。 

消防機関 市町村が消防組織法第９条の規定に基づいて設置する消防本部

（消防組合を含む）、消防署及び消防団をいう。なお、文脈の中

で、同一の意味で「消防」との表記も用いている。 

要避難地域 住民の避難が必要な地域をいう。 

避難先地域 住民の避難先となる地域（住民の避難の経路になる地域を含む）

をいう。 

安否情報 避難住民及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民（当

該市町村の住民以外の者で当該市町村に在る者及び当該市町村

で死亡した者を含む）の安否に関する情報をいう。 

 


